
― 56 ―

１ ．はじめに
　天然ガスは、家庭用や産業用の熱源など
に使用され、石油、石炭などとともに日常
生活や経済活動に不可欠なエネルギー源と
して重要な役割を果たしている。燃焼時に
発生する窒素酸化物（NOx）や二酸化炭
素（CO ２ ）の排出量が他の化石燃料（石油・
石炭）に比べて少なく（CO ２ は石炭の ６
割程度）、また硫黄酸化物（SOx）を発生
しない環境負荷の小さいエネルギー源であ
り、世界・日本でその利用が拡大している。
中国地域においても、柳井（山口県）、水
島（岡山県倉敷市）、廿日市（広島県）に
LNG（液化天然ガス）受入基地が存在し、
海外から天然ガスが輸入されている。こう
した天然ガスの、世界および中国地域も含
めた日本全体の需給動向や日本の都市ガス
産業の特徴等について概括する。

２ ．世界の天然ガス需給の現状
⑴�　世界の一次エネルギー消費における天
然ガスの位置付け

　2006年の世界の一次エネルギー消費量は
108億7,850万トン（石油換算）である。そ
のシェアをエネルギー源別にみると、石油
のシェアが最も大きいものの、石炭、天然
ガスも多く、天然ガスは24%を占めている
（図表 １ ）。日本、米国、EUの ３ カ国（地
域）でみると、日本は欧米に比較し低位に
とどまり15%程度である。化石燃料（石炭、
石油、天然ガス）の消費量の伸びを長期時

系列でみると天然ガスの伸びが最も大きい
（図表 ２ ）。

図表 １　�世界の一次エネルギー消費におけ
るエネルギー源別シェア（2006年）

資料：�BP統計2007

（注）　�グラフ内数値の上段は天然ガス消費量の実数値（単
位：億トン（石油換算））。

図表 ２　世界の化石燃料の消費量（指数）

資料：�BP統計2007

⑵　世界の天然ガス確認埋蔵量
　2006年末時点での世界の天然ガスの確認
埋蔵量は181兆4,600億㎥であるが、そのう
ちロシアが約 ４ 分の １ を占めており、以下、
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イラン、カタールと続く（図表 ３ ）。資源
の分布状況は、ロシア、中東に多いものの
その他の地域にも分散して存在しており、
中東に集中している石油と比較し地域的な
偏在性は相対的に低いといえる。なおBP
統計（Statistical Review of World Energy 
2007）によると、2006年末時点での世界全
体の天然ガス可採年数（確認埋蔵量／生産
量）は63年であり、石油の41年と比較しや
や長い（石炭は147年）。

図表 ３　�世界の天然ガス・石油の確認埋蔵
量国別シェア（上位10カ国、2006
年末）

資料：�BP統計2007

（天然ガス）

（石油）

⑶　天然ガス貿易の動向
　天然ガス貿易における天然ガスの輸送手
段には、 ① 主に欧米で発達しているよう

な、生産ガス田と需要地間をパイプライン
で繋ぐ方法と、 ② 日本など東アジアで発
展してきた、気体である天然ガスをマイナ
ス162℃に冷却・液化し、LNG（Liquefied 
Natural Gas：液化天然ガス）としてLNG
船により海上輸送した後、受入国で再気化
する方法がある。
　性状が気体である天然ガスは、石油と比
較し、生産量のうち貿易に回る量のシェア
が小さく、自国内で生産され消費される比
率が高い（図表 ４ ）。貿易圏についてもパ
イプラインガスを中心とした「欧州」「北
米」、LNGを中心とした「東アジア」がそ
れぞれの域内で完結し、地理的に限定され
る傾向があり、石油と比較しいわゆる「地
域商品」的な性格が強い。

図表 ４　�世界の天然ガス・石油消費量にお
ける貿易量シェア（2006年）

資料：�BP統計2007

（注）　�「自国内消費量」は世界の総消費量から世界の貿易
量（総輸出量）を控除して算出。

（天然ガス）

（石油）
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　天然ガスの輸送・利用は、元来、自国内
や生産地から近い地域でのパイプライン輸
送により開始され、発展したものであっ
た。現在、パイプラインガス輸出国で最大
のシェアを占めるのは欧州向けに輸出を行
うロシアである。
　一方、日本の天然ガスの輸入手段とも
なっているLNGは、ガス田から海を隔て、
パイプラインを敷設することの難しい遠隔
地へも専用のLNGタンカーにより大量の
天然ガスを輸送することができ、結果とし
て天然ガス貿易の地理的拡大に寄与する輸
送手段となっている。一般にLNGプロジェ
クトは「ガス田／液化プラント（開発・生産）
→LNG船（輸送）→LNG受入基地（再ガ
ス化）」と生産から消費までの一連の「LNG
チェーン」が形成されている。
　天然ガス消費量の着実な増加傾向の中
で、天然ガス貿易量（パイプライン・LNG
合計）も消費量の伸び率を上回って増加し
ており、天然ガス貿易は活発化している。
欧州でも新たな輸出用国際パイプライン計
画が存在するとともに、LNGについても
液化・受入基地とも世界規模で多数の建設
が計画されている。現在、貿易量の面から
いえばパイプライン貿易が世界全体の主流
となってはいるが、LNGシェアも高まっ
てきており、LNGの天然ガス貿易に果た
す役割が増大してきている（図表 ５ ）。パ
イプラインガス輸出の大国であるロシアが
2008年にも極東のサハリンからLNG輸出
を開始する予定である。経済発展の著しい
とされるインドは2004年から、中国も2006
年からLNG輸入を開始しており、またこ
れまでLNG受入基地のなかった北米西海
岸での受入基地計画も存在する（米国の既
存LNG受入基地は東海岸の ５ カ所のみ）

など、新たな輸出国・輸入国の増加、また
は増加の動きが見られるところである（情
報は2007年末現在）。

図表 ５　�世界の輸送形態別天然ガス貿易量
の推移

資料：�BP統計2007

（実数）

（指数）

　天然ガス輸入におけるLNG比率が低
かった欧米のLNG輸入量は将来的にも拡
大が見込まれている。米国の天然ガス輸入
については大半をカナダからパイプライン
で輸入してきたが、近年、天然ガスの需
給逼迫のためLNG輸入拡大の必要性が高
まっており、EIA（米国エネルギー情報局）
では、今後、パイプラインガスとLNGの
輸入量比率が逆転する可能性を示している
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（図表 ６ ）。欧州でも、ロシアなど特定国
にかたよりがちな供給源（国）の多様化や
地球環境問題対応等を背景にLNG輸入の
増加が見込まれており、天然ガス輸入に占
めるLNG比率の高まりが予想されている
（図表 ７ ）。

図表 ６　米国のガス輸入量予測
� （基準ケース）

資料：EIA “Annual Energy Outlook 2007”

図表 ７　�西欧地域でのガス輸入量とLNG
シェアの拡大

資料：�E. ON（ドイツの大手エネルギー企業）“Strategy & 
Key Figures 2007” 

　現在、LNG輸出を行っている国として
は、中東のカタール、東南アジアのインド
ネシア、マレーシア、北アフリカのアルジェ
リアといった国々のシェアが大きくなって
いる。各国の仕向先としては、インドネシ
ア、マレーシアは日本などのアジア地域向
けが、アフリカのアルジェリアやナイジェ

リアは欧州向けが中心であるが、地理的に
アジアと欧州の中間的な位置にあるカター
ルはアジア地域のほかに欧州へも相当量を
輸出していることが特徴である（図表 ８ ）。

図表 ８　�LNG輸出量の国別シェアと仕向
先別輸出量（2006年）

資料：�BP統計2007

（注）　アジア（日本除く）：中国、韓国、台湾、インド

（国別シェア）

（仕向先別輸出量）

３ ．日本の天然ガス需要の動向
⑴　日本における天然ガス輸入の推移
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　日本のLNG輸入は1969年に開始されて
以来、順調に増加してきた（図表 ９ ）。日
本において天然ガスは、千葉県、新潟県等
で産出される国産天然ガス（都市ガス販売
量シェアの ６ %程度）を除き、そのほとん
どがLNGとして輸入されている。日本は
現在でも世界のLNG輸入量の約 ４ 割を占
める最大のLNG輸入国である（韓国、台
湾を合わせると北東アジア向けが ６ 割。な
お韓国は1986年、台湾は1990年から輸入開
始）。
　2000年と2006年を比較した日本のLNG
輸入量をみると、13.0%増大している。国

別ではカタールやオマーンのほか、液化基
地の新増設が相次ぐオーストラリアのシェ
アが大きく拡大している。また ８ 割を中東
へ依存する石油と比較し中東依存度が低い
（図表10）。

⑵　日本のLNG需要の特徴
　LNGの使用については、その ６ 〜 ７ 割
程度を電力会社による発電が占めている
（図表11）。その一方で、都市ガス販売量
も年々拡大しており、特に近年では、工業
用（鉄鋼向け、塗装乾燥、金属・ガラス溶
解、食品加工など）の使用が大幅に伸びて
いる（図表12）。

図表 ９　日本のLNG輸入量の推移

資料：�日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計
要覧」（出所：財務省）

図表10　日本の輸入元別LNG輸入量

資料：BP統計

図表11　電力・ガス別LNG消費量シェア

資料：�日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計
要覧」（出所：経済産業省、財務省）

図表12　用途別都市ガス販売量の推移

資料：日本ガス協会「ガス事業便覧」
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　利用用途も、ビル冷暖房、地域冷暖房、
コージェネレーションシステム（熱電併給）
などへの拡大が図られており、またバスや
業務用バンなどへの天然ガス自動車の普及
や、天然ガスから水素を抽出し酸素と反応
させて発電する燃料電池の開発も取り組ま
れている。

⑶　日本の都市ガス事業の特徴
　供給区域内の需要家に対し、導管（パイ
プライン）によりガスを供給する都市ガス
事業者（ガス事業法上の「一般ガス事業者」）
の事業者数は2006年 ３ 月末現在、212社（私
営176社、公営36社）である。需要家（取
り付けメーター）数で、900万個を超える
大規模事業者から数百〜数千個の事業者ま
で様々である。
　都市ガス事業者の地域別のガス販売量
シェアをみると、関東地域や関西地域と
いった大都市圏でのシェアが圧倒的に大き
いことがわかる（図表13）。
　企業別の販売量シェアをみると、上位 ３
社で全国の約 ４ 分の ３ を占めており、都市
ガス事業という業態が、現在のところ、人
口密度が高く大規模な工業地帯を抱える大
都市圏を中心に発達しているといえる（図
表14）。
　中国地域での県別のガス販売量シェアを
みると、広島県のシェアが大きく、世帯数
シェアと比べても高い。一方、山陰両県や
岡山県では世帯数シェアと比較し小さな
シェアにとどまっており、ガス販売が都市
部に集中する全国的傾向と同様な傾向が見
られる（図表15）。

図表13　地域別ガス販売量シェア
� （2005年度）

（注）　�関東（その他）：茨城、栃木、群馬、山梨、長野
　　　�東海：静岡、愛知、岐阜、三重
　　　北陸：富山、石川、福井。新潟は東北に含む

資料：日本ガス協会「ガス事業便覧 平成18年版」

図表14　企業別ガス販売量シェア
� （2005年度）

（注）　 1 ．シェア算出の全体量は2005年暦年ベース。
　 　 　 2 ．東邦ガスは本社名古屋市。西部ガスは福岡市。

資料：日本ガス協会「ガス事業便覧 平成18年版」

図表15　�中国地域の全世帯数シェアと都市
ガス販売量シェア
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⑷　ガス原料の天然ガス転換
　都市ガス事業における原料は、都市ガス
事業開始の当初から天然ガスであったわけ
ではなく、かつては石炭、石油が主要な原
料として使用されていた（図表16）。従来
の原料を用いたガスに比較し熱量が高いた
め既設導管でも輸送能力を増大させること
ができる等の特徴を持つ天然ガスへの転換
が進められてきた。都市ガス原料のほとん
どがLNG（天然ガス）によるものとなっ
たのはこうした天然ガス化の結果である。
中国地域における天然ガス転換作業に関し

ては、平成21（2009）年度には完了するこ
とが見込まれている（図表17）。

⑸�　LNG・ガスパイプラインインフラの
現状

　2006年末現在、電気事業者や都市ガス事
業者等により全国各地に27のLNG受入基
地が稼働しており、建設中の受入基地も複
数存在している（図表18）。

資料：日本ガス協会ホームページ

図表16　都市ガスの原料構成の推移

（注）　�出雲ガスはLPG原料による高カロリーガス化を実施
済み。浜田ガスはLPG原料による高カロリー化実施
後、H19. 3 に天然ガス化済み。水島ガスはH18. 8 に
一部大口需要家を天然ガス転換済み。

資料：日本ガス協会中国・四国支部ホームページ

図表17　�中国地域の都市ガス会社の天然ガ
ス転換作業（2007年10月現在）

事業者名 転換期間 状況
鳥取ガス H11． 4 〜 H11．10

完了

米子ガス H17． 4 〜 H17．10
松江市ガス局 H12． 5 〜 H12． 8

H16． 5 〜 H16． 9
出雲ガス H10． 4 〜 H10． 6
浜田ガス H14． 5 〜 H14． 6
岡山ガス H14． 7 〜 H18． 2
水島ガス H20． 8 〜 H21． 5 準備中
津山ガス H18． 4 〜 H18． 7 完了広島ガス H 7 ． 6 〜 H14． 4
福山ガス H19． 1 〜 H20． 6 転換中
因の島ガス H20． 6 〜 H20． 8 準備中
山口合同ガス H12． 9 〜 H16． 4 完了宇部市ガス水道局 H18． 7 〜 H18．12

資料：㈶天然ガス導入促進センターホームページより作成

図表18　日本のLNG受入基地の分布（概略図）（2006年12月現在）
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　日本の都市ガスの幹線導管（パイプライ
ン）は、一部の長距離導管を除けば、LNG
受入基地が比較的近くにあり需要も集中す
る大都市とその周辺に存在していることが
多く、天然ガスが導入されるにつれ大手事
業者による幹線導管網の拡充が行われては
きたものの、欧米と比べてその発達が不十
分とされている。こうした中で、LNG基
地を持たない中小規模のガス事業者へは、
LNG輸入を行う事業者が気化した天然ガ
スを導管により卸供給しているほか、LNG
をタンクローリーや鉄道コンテナ、内航船
で二次輸送し供給している。これらはサテ
ライト基地（二次受入設備）に一旦貯蔵さ
れた後気化して需要家へ供給されている。
また産業用等の最終需要家に対し、直接タ
ンクローリー等でLNGが供給されるケー
スもある。このように天然ガスの長距離輸
送を必ずしも導管に依存していない点は日
本のガス事業の特色の一つといえる。
　ただし現在では、帝国石油、静岡ガスお
よび東京ガスにより、帝国石油の静岡ライ
ンと静岡ガスの第二駿河幹線を接続する南
富士幹線が2006年末に完成し、これにより
各社のLNG基地、ガス田、パイプライン
等のインフラの結合が見込まれるなどより
広域的な導管ネットワーク形成の動きもあ
る。経済産業省の審議会等でも今後の課題
として、国内幹線パイプラインの整備につ
いてその技術的、経済的な検討を行い、必
要に応じ政策的な対応を行っていくべきと
の提言が行われている。

４ ．天然ガス需要の将来展望
　IEA（国際エネルギー機関）のWorld 
Energy Outlookによると、今後2030年ま
でに世界の天然ガスの一次需要は2003年か

ら2030年の間に年平均2.3%で伸長し ４ 兆
7,890億㎥に達するとされている（図表
19）。いわゆる開発途上国でも発電用途を
中心に需要が大きく伸びることが要因のひ
とつであるとされている。
　日本の一次エネルギー供給における2030
年度の天然ガス供給量も、2000年度と比べ
大きく増加するものと見通されている（図
表20）。日本における天然ガスの今後の位
置付けとしては、 2007年 ３ 月の政府の「エ
ネルギー基本計画（改定）」の中でも「天
然ガスは、安定供給及び環境保全の両面か

資料：IEA“World Energy Outlook 2005”

図表19　世界の天然ガス一次需要予測

資料：�資源エネルギー庁総合資源エネルギー調査会需給部
会「2030 年のエネルギー需給展望（答申）」2005年
３ 月

図表20　�日本の一次エネルギー国内供給予
測（基準ケース）
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ら重要なエネルギーである。このため、石
油、石炭、原子力等の他のエネルギー源と
のバランスを踏まえつつ、引き続き、天然
ガスの導入及び利用拡大を推進する」とさ
れており、天然ガスは、今後も最大のエネ
ルギー源と考えられる石油や、環境負荷は
相対的に大きいものの安定供給や経済性の
メリットも大きい石炭などとともに化石燃
料におけるベストミックスを一定程度維持
しつつ日本のエネルギーを支えることにな
ると考えられる。

５ ．おわりに（まとめ）
　天然ガスは環境適合面ではCO ２ 等の排
出量が化石燃料の中で比較的少なく、資源
の分布状況についても、中東に多いものの
他地域にも分散しており石油と比較し地域
的な偏在性は低い。
　パイプラインガスは、一般に気候が寒冷
で天然ガスが家庭でも多く使用されるなど
ガス需要の多い欧米で主に発達しており、
世界の天然ガス貿易の主流となってはいる
が、需要の増大や供給源の多様化を背景に
LNGの天然ガス貿易に果たす役割が増大
してきている。輸出国・輸入国数の増大・
多様化などLNGを中心に天然ガス貿易が
量ばかりでなく面的な意味でも広がりを見
せている。
　日本ではLNG消費の過半以上を電力会
社による発電が占めてきた。都市ガス産業
は、東京、大阪など大都市に本社を置きそ
の周辺を供給区域とする企業が大きなシェ
アを持つなど、人口が集中し、大工業地帯
を抱える大都市圏を中心に発達している。
また幹線導管網の発達が欧米と比べて不十
分であり、天然ガス消費量に関しても欧米
に比較し低位にとどまっている。しかし都

市ガス販売量は、工業用を中心に年々拡大
しており、新たな用途の開発も取り組まれ
るなど、日本においても天然ガスの重要性
は増している。
　これまで世界のLNG貿易をリードして
きたのは日本であり、現在でも世界最大の
LNG輸入国である。しかしかつてと比較
しそのシェアは縮小傾向にあり、世界的
なLNG市場における日本のプレゼンスが
徐々に低下していくことが懸念されてい
る。中国、インドのLNG輸入開始など、
北米も含めたアジア・太平洋市場における
LNG需要が増加傾向を示し、世界的にエ
ネルギー市場の自由化も志向される中で、
今後、より低廉な価格での輸入を実現しつ
つ、かつ、いかにして国際LNG市場にお
ける主導的地位を維持・発揮し、供給量の
確保を確実なものとしていくかは、日本の
エネルギーセキュリティーの向上や効率的
なエネルギー市場の実現に関して重要な課
題となるであろう。
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